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平成 19年度 
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国際協力銀行 



Ⅰ．行政コスト計算書

（単位：円）

Ⅰ　業務費用

仮定損益計算書上の費用

資金調達費用 273,771,563,607 68,317,115,057

役務取引等費用 1,838,558,796 4,174,571,274

その他業務費用 8,939,264,575 220,942,159

営業経費 16,789,137,417 10,159,779,883

その他経常費用 0 282,004,468

特別損失 118,553,802 301,457,078,197 48,296,393 83,202,709,234

（控除）業務収入

資金運用収益 △340,867,876,838 △247,097,123,742

役務取引等収益 △10,597,992,293 △669,116,870

その他業務収益 △113,025,628 0

その他経常収益 △140,587,283 △14,530,014,753

特別利益 △13,673,234,890 △365,392,716,932 △31,565,425,918 △293,861,681,283

業務費用合計

Ⅱ　機会費用

― ―

12,565,125,000 94,229,799,088

― ―

16,942,651 10,384,206

Ⅰ　業務費用

仮定損益計算書上の費用

資金調達費用 342,088,678,664

役務取引等費用 6,013,130,070

その他業務費用 9,160,206,734

営業経費 26,948,917,300

その他経常費用 282,004,468

特別損失 166,850,195 384,659,787,431

（控除）業務収入

資金運用収益 △587,965,000,580

役務取引等収益 △11,267,109,163

その他業務収益 △113,025,628

その他経常収益 △14,670,602,036

特別利益 △45,238,660,808 △659,254,398,215

業務費用合計

Ⅱ　機会費用

―

106,794,924,088

―

27,326,857

（注）合計欄は、国際金融等勘定及び海外経済協力勘定の単純合計額であります。

△116,418,788,755

△274,594,610,784

106,822,250,945

△167,772,359,839Ⅲ　行政コスト

国際協力銀行行政コスト計算書
（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

△63,935,638,735

12,582,067,651

△51,353,571,084

△210,658,972,049

94,240,183,294

政府出資の機会費用

低利借入金に係る機会費用

公務員からの出向職員に係る
退職給付引当金増加額

機会費用合計

国際金融等勘定 海外経済協力勘定

Ⅲ　行政コスト

国有財産無償使用の機会費用

機会費用合計

国有財産無償使用の機会費用

政府出資の機会費用

低利借入金に係る機会費用

公務員からの出向職員に係る
退職給付引当金増加額

合計



Ⅱ．添付 
 
行政コスト計算書作成の前提となる以下の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則」（昭和 38年大蔵省令第 59号）に基づいて当行が作成し、金融商品取
引法第 193 条の 2 の規定に準ずる新日本監査法人の監査証明を受けた財務諸表をもとに作
成しています。 

 



（単位：円）
金額 金額

現金預け金 307,253,778,371 借用金 6,972,186,838,000
有価証券 104,491,876,525 債券 2,053,373,496,968
貸出金 17,625,525,970,861 その他負債 56,860,231,451
その他資産 698,058,801,147 賞与引当金 1,035,085,262
有形固定資産 24,537,688,817 退職給付引当金 17,215,177,961
無形固定資産 4,260,903,668 支払承諾 1,536,922,196,741
債券繰延資産 1,145,677,130 10,637,593,026,383
支払承諾見返 1,536,922,196,741
貸倒引当金 △203,835,319,705 資本金 8,376,072,477,516

国際金融等勘定資本金 985,500,000,000
海外経済協力勘定資本金 7,390,572,477,516

利益剰余金 1,052,480,490,971
国際金融等勘定準備金 780,375,416,184
海外経済協力勘定積立金 305,464,237,204
繰越利益剰余金 △ 33,359,162,417

評価・換算差額等 32,215,578,685
繰延ヘッジ損益 32,215,578,685

9,460,768,547,172
20,098,361,573,555 20,098,361,573,555

（単位：円）
金額

経常収益 614,015,737,407
資金運用収益 587,965,000,580
   (うち貸出金利息) (561,114,071,333)
   （うち有価証券利息配当金） (15,014,244,033)
役務取引等収益 11,267,109,163
その他業務収益 113,025,628
その他経常収益 14,670,602,036

経常費用 384,492,937,236
資金調達費用 342,088,678,664
   (うち借用金利息) (132,614,598,197)
   (うち債券利息) (63,463,966,825)
役務取引等費用 6,013,130,070
その他業務費用 9,160,206,734
営業経費 26,948,917,300
その他経常費用 282,004,468

経常利益 229,522,800,171
特別利益 45,238,660,808
特別損失 166,850,195
当期純利益 274,594,610,784

科　　　　目

国際協力銀行民間企業仮定損益計算書
（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

国際協力銀行民間企業仮定貸借対照表
（平成20年3月31日現在）

（資産の部） （負債の部）
科　　　　目 科　　　　目

純資産の部合計
負債及び純資産の部合計資産の部合計

負債の部合計
（純資産の部）



（単位：円）
期　別

　　科　目
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益（△は当期純損失） 274,594,610,784
減価償却費 2,062,561,036
貸倒引当金の増減（△）額 △ 29,124,108,406
賞与引当金の増減（△）額 7,113,039
退職給付引当金の増減（△）額 1,035,830,096
資金運用収益 △ 587,965,000,580
資金調達費用 342,088,678,664
有価証券関連損益（△） △ 14,155,329,096
為替差損益（△） 310,688,225
有形固定資産処分損益（△） 148,141,310
貸出金の純増（△）減 1,203,323,407,004
債券の純増減（△） 77,719,454,817
借用金の純増減（△） △ 1,122,639,187,000
預け金（現金同等物を除く）の純増（△）減 34,880,583,133
資金運用による収入 604,355,344,104
資金調達による支出 △ 350,242,344,137
その他 △ 563,685,908,695
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 127,285,465,702

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 220,296,116
有価証券の売却等による収入 19,701,940,433
有形固定資産の取得による支出 △ 673,293,479
無形固定資産の取得による支出 △ 1,786,425,982
有形固定資産の売却による収入 25,922,682
投資活動によるキャッシュ・フロー 17,047,847,538

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
政府出資の受入れによる収入 159,064,000,000
国庫納付の支払額 △ 35,681,770,866
財務活動によるキャッシュ・フロー 123,382,229,134

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 1,397,621
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 13,143,213,349
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 98,692,016,977
Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 111,835,230,326

国際協力銀行キャッシュ・フロー計算書

平成19年度
自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日



（金額単位：円）

国際金融等
勘定準備金

海外経済協力
勘定積立金

繰越利益
剰余金

985,500,000,000 7,231,508,477,516 8,217,008,477,516 745,236,073,319 166,062,428,888 △ 98,273,279,154 813,025,223,053 9,030,033,700,569

国際金融等勘定
資本金増減

-                              -                              -                              -                              -                              -                              -                              -                              

海外経済協力勘定
資本金増減

-                              159,064,000,000 159,064,000,000 -                              -                              -                              -                              159,064,000,000

国際金融等勘定
準備金繰入

-                              -                              -                              35,139,342,865 -                              △ 35,139,342,865 -                              -                              

国際金融等勘定
国庫納付

-                              -                              -                              -                              -                              △ 35,139,342,866 △ 35,139,342,866 △ 35,139,342,866

海外経済協力勘定
積立金繰入

-                              -                              -                              -                              139,401,808,316 △ 139,401,808,316 -                              -                              

当期純利益 -                              -                              -                              -                              -                              274,594,610,784 274,594,610,784 274,594,610,784

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

-                              -                              -                              -                              -                              -                              -                              -                              

-                              159,064,000,000 159,064,000,000 35,139,342,865 139,401,808,316 64,914,116,737 239,455,267,918 398,519,267,918

985,500,000,000 7,390,572,477,516 8,376,072,477,516 780,375,416,184 305,464,237,204 △ 33,359,162,417 1,052,480,490,971 9,428,552,968,487

（金額単位：円）

△ 1,122,589,708 △ 1,122,589,708 9,028,911,110,861

国際金融等勘定
資本金増減

-                              -                              -                              

海外経済協力勘定
資本金増減

-                              -                              159,064,000,000

国際金融等勘定
準備金繰入

-                              -                              -                              

国際金融等勘定
国庫納付

-                              -                              △ 35,139,342,866

海外経済協力勘定
積立金繰入

-                              -                              -                              

当期純利益 -                              -                              274,594,610,784

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

33,338,168,393 33,338,168,393 33,338,168,393

33,338,168,393 33,338,168,393 431,857,436,311

32,215,578,685 32,215,578,685 9,460,768,547,172

国際協力銀行民間企業仮定株主資本等変動計算書

平成19年3月31日残高

評価・換算差額等

純資産
合計繰延ヘッジ

損益
評価・換算
差額等合計

株主資本
合計

株主資本

資本金 利益剰余金

平成19年3月31日残高

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

平成20年3月31日残高

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

平成20年3月31日残高

（注）国庫納付金は、仮定損益計算書上の当期利益から算出されたものではなく、国際協力銀行法第40条に定める財務諸表から計算された金額であります。

利益剰余金
合計

その他の利益剰余金
国際金融等
勘定資本金

海外経済協力
勘定資本金

資本金合計



（単位：円）
金額 金額

現金預け金 305,395,154,292 借用金 3,665,483,000,000
有価証券 790,189,040 債券 2,053,373,496,968
貸出金 6,662,680,184,091 その他負債 42,797,233,752
その他資産 639,161,677,942 賞与引当金 641,752,862
有形固定資産 18,041,448,451 退職給付引当金 10,673,410,336
無形固定資産 2,642,602,956 支払承諾 1,536,922,196,741
債券繰延資産 1,145,677,130 7,309,891,090,659
支払承諾見返 1,536,922,196,741
貸倒引当金 △116,226,172,820 資本金 985,500,000,000

利益剰余金 722,946,288,479
国際金融等勘定準備金 780,375,416,184
繰越利益剰余金 △ 57,429,127,705

評価・換算差額等 32,215,578,685
繰延ヘッジ損益 32,215,578,685

1,740,661,867,164
9,050,552,957,823 9,050,552,957,823

（単位：円）
金額

経常収益 351,719,482,042
資金運用収益 340,867,876,838
   (うち貸出金利息) (329,238,197,541)
役務取引等収益 10,597,992,293
その他業務収益 113,025,628
その他経常収益 140,587,283

経常費用 301,338,524,395
資金調達費用 273,771,563,607
   (うち借用金利息) (64,297,483,140)
   (うち債券利息) (63,463,966,825)
役務取引等費用 1,838,558,796
その他業務費用 8,939,264,575
営業経費 16,789,137,417

経常利益 50,380,957,647
特別利益 13,673,234,890
特別損失 118,553,802
当期純利益 63,935,638,735

資産の部合計

（平成19年4月1日～平成20年3月31日）
国際金融等勘定民間企業仮定損益計算書

負債及び純資産の部合計

科　　　　目

（純資産の部）

純資産の部合計

国際金融等勘定民間企業仮定貸借対照表
（平成20年3月31日現在）

（資産の部） （負債の部）
科　　　　目 科　　　　目

負債の部合計



（単位：円）
期　別

　　科　目
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益（△は当期純損失） 63,935,638,735
減価償却費 1,356,840,289
貸倒引当金の増減（△）額 △ 13,835,751,923
賞与引当金の増減（△）額 4,410,084
退職給付引当金の増減（△）額 642,214,659
資金運用収益 △ 340,867,876,838
資金調達費用 273,771,563,607
有価証券関連損益（△） △ 13,111,175
為替差損益（△） 133,466,844
有形固定資産処分損益（△） 110,243,018
貸出金の純増（△）減 1,225,825,706,754
債券の純増減（△） 77,719,454,817
借用金の純増減（△） △ 714,540,000,000
預け金（現金同等物を除く）の純増（△）減 35,466,562,905
資金運用による収入 353,333,098,271
資金調達による支出 △ 281,881,174,695
その他 △ 563,731,011,083
営業活動によるキャッシュ・フロー 117,430,274,269

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 187,926,116
有価証券の売却等による収入 82,391,145
有形固定資産の取得による支出 △ 417,441,953
無形固定資産の取得による支出 △ 1,107,584,105
有形固定資産の売却による収入 12,061,434
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,618,499,595

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
国庫納付の支払額 △ 35,681,770,866
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 35,681,770,866

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 866,521
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 80,129,137,287
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 31,122,571,776
Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 111,251,709,063

国際金融等勘定キャッシュ・フロー計算書

平成19年度
自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日



（金額単位：円）

国際金融等
勘定準備金

繰越利益
剰余金

985,500,000,000 745,236,073,319 △ 51,086,080,709 694,149,992,610 1,679,649,992,610 △ 1,122,589,708 △ 1,122,589,708 1,678,527,402,902

国際金融等勘定
資本金増減

-                              -                              -                              -                              -                              -                              -                              -                              

国際金融等勘定
準備金繰入

-                              35,139,342,865 △ 35,139,342,865 -                              -                              -                              -                              -                              

国際金融等勘定
国庫納付

-                              -                              △ 35,139,342,866 △ 35,139,342,866 △ 35,139,342,866 -                              -                              △ 35,139,342,866

当期純利益 -                              -                              63,935,638,735 63,935,638,735 63,935,638,735 -                              -                              63,935,638,735

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

-                              -                              -                              -                              -                              33,338,168,393 33,338,168,393 33,338,168,393

-                              35,139,342,865 △ 6,343,046,996 28,796,295,869 28,796,295,869 33,338,168,393 33,338,168,393 62,134,464,262

985,500,000,000 780,375,416,184 △ 57,429,127,705 722,946,288,479 1,708,446,288,479 32,215,578,685 32,215,578,685 1,740,661,867,164

（注）国庫納付金は、仮定損益計算書上の当期利益から算出されたものではなく、国際協力銀行法第40条に定める財務諸表から計算された金額であります。

平成20年3月31日残高

利益剰余金
合計

株主資本

資本金

国際金融等
勘定資本金

利益剰余金

株主資本
合計

その他の利益剰余金

平成19年3月31日残高

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

国際金融等勘定民間企業仮定株主資本等変動計算書

純資産
合計

評価・換算差額等

評価・換算
差額等合計

繰延ヘッジ
損益



（単位：円）
金額 金額

現金預け金 1,858,624,079 借用金 3,306,703,838,000
有価証券 103,701,687,485 その他負債 14,062,997,699
貸出金 10,962,845,786,770 賞与引当金 393,332,400
その他資産 58,897,123,205 退職給付引当金 6,541,767,625
有形固定資産 6,496,240,366 3,327,701,935,724
無形固定資産 1,618,300,712
貸倒引当金 △87,609,146,885 資本金 7,390,572,477,516

利益剰余金 329,534,202,492
海外経済協力勘定積立金 305,464,237,204
繰越利益剰余金 24,069,965,288

7,720,106,680,008
11,047,808,615,732 11,047,808,615,732

（単位：円）
金額

経常収益 262,296,255,365
資金運用収益 247,097,123,742
   (うち貸出金利息) (231,875,873,792)
   （うち有価証券利息配当金） (15,014,244,033)
役務取引等収益 669,116,870
その他経常収益 14,530,014,753

経常費用 83,154,412,841
資金調達費用 68,317,115,057
   (うち借用金利息) (68,317,115,057)
役務取引等費用 4,174,571,274
その他業務費用 220,942,159
営業経費 10,159,779,883
その他経常費用 282,004,468

経常利益 179,141,842,524
特別利益 31,565,425,918
特別損失 48,296,393
当期純利益 210,658,972,049

海外経済協力勘定民間企業仮定貸借対照表
（平成20年3月31日現在）

（資産の部） （負債の部）
科　　　　目 科　　　　目

科　　　　目

海外経済協力勘定民間企業仮定損益計算書
（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

資産の部合計

負債の部合計
（純資産の部）

純資産の部合計
負債及び純資産の部合計



（単位：円）
期　別

　　科　目
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益（△は当期純損失） 210,658,972,049
減価償却費 705,720,747
貸倒引当金の増減（△）額 △ 15,288,356,483
賞与引当金の増減（△）額 2,702,955
退職給付引当金の増減（△）額 393,615,437
資金運用収益 △ 247,097,123,742
資金調達費用 68,317,115,057
有価証券関連損益（△） △ 14,142,217,921
為替差損益（△） 177,221,381
有形固定資産処分損益（△） 37,898,292
貸出金の純増（△）減 △ 22,502,299,750
借用金の純増減（△） △ 408,099,187,000
預け金（現金同等物を除く）の純増（△）減 △ 585,979,772
資金運用による収入 251,022,245,833
資金調達による支出 △ 68,361,169,442
その他 45,102,388
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 244,715,739,971

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 32,370,000
有価証券の売却等による収入 19,619,549,288
有形固定資産の取得による支出 △ 255,851,526
無形固定資産の取得による支出 △ 678,841,877
有形固定資産の売却による収入 13,861,248
投資活動によるキャッシュ・フロー 18,666,347,133

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
政府出資の受入れによる収入 159,064,000,000
財務活動によるキャッシュ・フロー 159,064,000,000

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 531,100

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 △ 66,985,923,938
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 67,569,445,201

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 583,521,263

海外経済協力勘定キャッシュ・フロー計算書

平成19年度
自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日



（金額単位：円）

海外経済協力
勘定積立金

繰越利益
剰余金

7,231,508,477,516 166,062,428,888 △ 47,187,198,445 118,875,230,443 7,350,383,707,959 -                              -                              7,350,383,707,959

海外経済協力勘定
資本金増減

159,064,000,000 -                              -                              -                              159,064,000,000 -                              -                              159,064,000,000

海外経済協力勘定
積立金繰入

-                              139,401,808,316 △ 139,401,808,316 -                              -                              -                              -                              -                              

当期純利益 -                              -                              210,658,972,049 210,658,972,049 210,658,972,049 -                              -                              210,658,972,049

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

-                              -                              -                              -                              -                              -                              -                              -                              

159,064,000,000 139,401,808,316 71,257,163,733 210,658,972,049 369,722,972,049 -                              -                              369,722,972,049

7,390,572,477,516 305,464,237,204 24,069,965,288 329,534,202,492 7,720,106,680,008 -                              -                              7,720,106,680,008

利益剰余金
合計

平成19年3月31日残高

純資産
合計

評価・換算差額等

評価・換算
差額等合計

繰延ヘッジ
損益

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

海外経済協力勘定民間企業仮定株主資本等変動計算書

平成20年3月31日残高

株主資本

資本金

海外経済協力
勘定資本金

その他の利益剰余金

利益剰余金

株主資本
合計



 
財務諸表の注記 
  

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

   有価証券のうち保有しているものは、すべて時価のない「その他有価証券」に分類され、移動平均

法による原価法によっています。 

 

２． たな卸資産の評価基準及び評価方法 

該当ありません。 

 

３． 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10年 4月 1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物：38年～50年 

動産：2年～20年 

また、有形固定資産にかかる減価償却累計額は次のとおりであります。 

 総括 19,129,141,226円 

 国際金融等勘定 14,491,291,326円 

 海外経済協力勘定 4,637,849,900円 

なお、民間企業仮定財務諸表においては、銀行法施行規則に基づいた表示をしているため、有形固

定資産は減価償却累計額控除後の簿価を計上しています。 

（２）無形固定資産 

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、一般的な利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。 

 

４． 外貨建資産・負債の換算基準 

   外貨建資産・負債については、決算日の為替相場による円換算額を付しております。なお、「銀行業

における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第 25号）に基づき、資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的

で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッジ会計を適用しております。 

 

５． 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

次のような方法で貸倒引当金を計上しております。 

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債



権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）の債権については、下記直接減額

後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上し

ております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる

債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記

以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上して

おります。なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特

定海外債権引当勘定として計上しております。 

全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 
  なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から、総括につい

ては 4,642,499,480 円、国際金融等勘定については 4,642,499,480 円を直接減額しております。海外経

済協力勘定についてはかかる対象債権はございません。 

（２）投資損失引当金 

  時価のない有価証券およびその他資産（出資にかかるもの）に対し、将来発生する可能性のある損失

を見積り、必要と認められる額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要

額を計上しております。また、数理計算上の差異の損益処理方法は以下の通りであります。 

数理計算上の差異：発生年度に一括して損益処理。 

また、退職給付引当金には、役員に係る引当金が含まれております。 

＜「退職給付に係る会計基準」(平成 10年 6月 16日企業会計審議会)六に定める記載事項＞ 

① 採用している退職給付制度の概要 

  確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設定しております。 

② 退職給付債務に関する事項                            (単位：円) 

 総括 国際金融等勘定 海外経済協力勘定 

退職給付債務 △23,876,687,582 △14,803,546,301 △9,073,141,281 

年金資産 6,661,509,621 4,130,135,965 2,531,373,656 

未積立退職給付債務 △17,215,177,961 △10,673,410,336 △6,541,767,625 

会計基準変時差異の未処理額 ― ― ― 

未認識数理計算上の差異 ― ― ― 

未認識過去認識債務 ― ― ― 

貸借対照表計上額純額 △17,215,177,961 △10,673,410,336 △6,541,767,625 

前払年金費用 ― ― ― 

退職給付引当金 △17,215,177,961 △10,673,410,336 △6,541,767,625 

(注)厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 



③ 退職給付費用に関する事項                            (単位：円) 

 総括 国際金融等勘定 海外経済協力勘定 

勤務費用 852,849,830 528,766,895 324,082,935 

利息費用 466,339,748 289,130,644 177,209,104 

期待運用収益 △108,552,767 △67,302,716 △41,250,051 

過去勤務債務の費用処理額 ― ― ― 

数理計算上の差異の費用処理額 1,003,965,244 622,458,451 381,506,793 

その他（会計基準変更時差異の

費用処理額） 

― ― ― 

退職給付費用 2,214,602,055 1,373,053,274 841,548,781 

④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

割引率 2.0％ 

期待運用収益 1.5％ 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

過去勤務債務の処理年数 ― 

数理計算上の差異の処理年数 発生年度に一括償却 

会計基準変更時差異の処理年数 ― 

（４）その他の引当金 

  賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期

に帰属する額を計上しております。 

賞与引当金は、役員に係る引当金が含まれております。 

(単位：円) 

 総括 国際金融等勘定 海外経済協力勘定 

賞与引当金 1,035,085,262 641,752,862 393,332,400 

 

６．その他の重要な事項 

（１） 消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

（２） 繰延資産の処理方法 

債券発行費は、債券の償還期限までの期間にわたり定額法により償却しております。 

なお、平成 18 年 3 月 31 日以前に発行した債券に係る債券発行費は、「繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い」（実務対応報告第 19号 平成 18年 8月 11日）の経過措置に基づき 3年間の均等償却を

行っております。 

（３） 保証債務の金額 

民間企業仮定貸借対照表上「支払承諾」として計上されています。 

（４） 収益・費用の計上基準 

  企業会計原則が規定する通常の計上基準と異なる基準を採用している収益・費用はありません。 



（５） 各特殊法人等の個別の事項 

① 金融派生商品取引関係 

金利スワップ取引、通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等の金融派生商品取引については、業

務に伴う金利リスクおよび為替リスクをヘッジすることを目的とし、予め定めたリスク管理方針に従

って実施しております。会計処理については、金利リスク及び為替リスクのヘッジ効果を適切に表示

するため、繰延ヘッジ処理を適用しております。 

② 利益処分 

国際協力銀行法（平成 11 年法律第 35 号）第 44 条第 5項の規定に基づき、国際協力銀行法施行令（平

成 11 年政令第 266 号）第 8条の規定に基づき計算された国際金融等勘定の利益金の一部を国庫に納付

しておりますが、国庫への納付については利益金の処分として、会計処理しております。また、国際

金融等勘定準備金繰入額は、国際協力銀行法第44条第1項の規定に基づき繰入を行うものであります。

また、国際協力銀行法第 44 条第 2項もしくは第 3項の規定に基づき、海外経済協力勘定積立金に繰入

もしくは同積立金の取崩を行っております。 

したがって、当期繰越利益剰余金は、前期繰越利益剰余金に、国際協力銀行の関係法令に定める利

益処分を加味したものとなっております。 

 

７．キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

＜「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準」(平成 10年 3月 13日企業会計審議会)第四に定める

事項＞ 

（１）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （総括勘定） 

 平成 20年 3月 31日現在 

   現金預け金勘定 307,253,778,371円 

   当座預け金(日銀を除く)・普通預け金・定期性預け金 △195,418,548,045円 

   現金及び現金同等物 111,835,230,326円 

 （国際金融等勘定） 

 平成 20年 3月 31日現在 

   現金預け金勘定 305,395,154,292円 

   当座預け金(日銀を除く)・普通預け金・定期性預け金 △194,143,445,229円 

   現金及び現金同等物 111,251,709,063円 

 （海外経済協力勘定） 

 平成 20年 3月 31日現在 

   現金預け金勘定 1,858,624,079円 

   当座預け金(日銀を除く) △1,275,102,816円 

   現金及び現金同等物 583,521,263円 

（２）資金の範囲の変更 

該当ありません。 



（３）新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

  該当ありません。 

（４）重要な非資金取引 

  該当ありません。 

（５）各表示区分の記載内容の変更 

  該当ありません。 

 

８．機会費用の計上基準 

（１）国有財産の無償使用に係る機会費用の算出方法 

  該当ありません。 

（２）政府出資等に係る機会費用の算出に用いた利子率 

  1.275％／年（平成 20年 3月末現在の 10年国債（新発債）の利回り）を使用しております。 

（３）通常よりも有利な条件による資金調達に係る機会費用の算出に用いた利子率 

  該当ありません。 

（４）公務員からの出向職員に係る機会費用の対象者数 

  38人であります。 

（５）その他の機会費用の算出方法 

  該当ありません。 

 

９．行政コスト計算財務書類を作成する日までに発生した重要な後発事象 

  該当ありません。 

 

１０．重要な会計方針の変更 

該当ありません。 

 

１１．子会社等との連結に関する事項 

当行の出資先については、民間の会計基準、具体的には「財務諸表等規則」及び「連結財務諸表にお

ける子会社及び関連会社の範囲の決定に関する監査上の取扱い」等に基づき判断すれば、子会社又は関

連会社に該当するものはありません。これは、当行の出資会社で当行の経営戦略上重要な役割や一業務

分野を担っている出資会社はなく、出資会社の財務及び営業又は事業の方針を決定する意思決定機関を

支配していないこと、並びに財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることがで

きないことは明らかであり、当行の出資が出資会社を傘下に入れる目的で行われていないことも明らか

なためです。 

このため、民間の会計基準に基づけば、連結の範囲及び持分法適用の範囲に含めるべき出資会社はな

く、連結財務諸表の作成は必要ありません。 

上記のとおり、当行はこれらの出資会社に民間会計基準でいう支配力・重要な影響力を有しておらず、

企業集団を構成しているものではありませんが、行政コスト計算書の趣旨に鑑み、説明責任確保と透明



性向上の観点から、出資先の支配を行っていないという特性を捨象して、民間会計基準を形式的に適用

した場合、「関連会社」(注)に該当する各社の情報を従来以上に開示するとともに、仮にこれらの会社に

対し持分法を適用した場合の試算結果を公表しております。 

(注)子会社に該当するものはありません。 

 

 「関連会社」の概要は以下の通りです。 

当該法人の名称 業務の概要 当行との関係 
出資比率

（％） 

日本ウジミナス（株） 

 

伯ミナス・ジェライス州における製鉄事業

を行うもの 

出資・融資 

 

38.4 

Usinas Siderúrgicas de 

Minas Gerais S.A. 

伯ミナス・ジェライス州における製鉄事業

を行うもの 

日本ウジミナス（株）経由の間

接出資・融資 

－ 

日伯紙パルプ資源開発

（株） 

伯ミナス・ジェライス州における造林及び

パルプ製造を行うもの 
出資・融資 16.3 

日本アサハンアルミニウ

ム（株） 

インドネシア北スマトラにおけるアサハ

ン川の水力資源を活用した発電事業及び

その電力によるアルミ製錬を行うもの 

出資・融資 50.0 

PT Indonesia 

Asahan Aluminium 

インドネシア北スマトラにおけるアサハ

ン川の水力資源を活用した発電事業及び

その電力によるアルミ製錬を行うもの 

日本アサハンアルミニウム

（株）経由の間接出資・融資 

－ 

日本シンガポール石油化

学（株） 

ジュロン島におけるエチレン等石油化学

製品の製造を行うもの 
出資 20.0 

日本アマゾンアルミニウ

ム（株） 

アマゾン地域におけるアルミナ生産及び

アルミ製錬を行うもの 
出資・融資 44.9 

 

日本・サウジアラビアメ

タノール（株） 

アルジュベール工業地帯におけるメタノ

ールの製造を行うもの 
出資 

 

30.0 

 

JSMC PANAMA 

S.A. 

メタノール輸送事業を行うもの 日本・サウジアラビアメタノー

ル（株）経由の間接出資 

－ 

 

サウディ石油化学（株） アルジュベール工業地帯におけるエチレ

ングリコール等石油化学製品の製造・販売

を行うもの 

出資 37.1 

 

Eastern Petrochemical 

Company 

アルジュベール工業地帯におけるエチレ

ングリコール等石油化学製品の製造・販売

を行うもの 

融資及びサウディ石油化学(株)

経由の間接出資 

－ 

カフコジャパン投資（株） バングラデシュ・チッタゴン市における尿
素及びアンモニアの製造を行うもの 

出資 46.4 

Karnaphuli Fertilizer 

Company Limited 

バングラデシュ・チッタゴン市における尿

素及びアンモニアの製造を行うもの 
カフコジャパン投資（株）経由

の間接出資 

－ 



大連工業団地投資（株） 大連市経済技術開発区において、工業団地

の造成・分譲・管理を行うもの 

出資 40.6 

メキシコ環境基金 メキシコにおいて、民間による小規模の環

境関連事業の育成支援を行うもの 

出資 28.6 

スマトラパルプ（株） 南スマトラ州ムアラエニム県において、ア

カシアマンギウムの植林木を原料とする

パルプ工場を建設、パルプを生産・販売す

るもの 

出資 42.7 

タイリカバリーファンド タイ国の中小・中堅企業の再建・育成を促

進しようとするもの 

出資 25.0 

(注１)当行が直接出資していない会社であっても、民間会計基準を形式的に適用した場合、「関連会社」に

分類されることがあり、これらの会社は業務報告書に掲載されていないものの、本注記においては「関

連会社」として開示しております。 

(注 2 )なお、当行の出資比率が２０％以上として業務報告書に掲載している出資先のうち、上記に掲載され

ていない｢地方企業育成基金｣及び「国際連合大学信託基金」については、「地方企業育成基金」に関し

ては投資信託であること、「国際連合大学信託基金」に関しては当該信託基金が営利を目的としていな

いこと、及び当行は信託基金の運営に関する議決権を有していないことから「子会社」又は「関連会

社」には該当しません。 なお、「地方企業育成基金」及び「国際連合大学信託基金」の概要は以下の

通りです。 

 

 

 

当該法人の名称 業務の概要 当行との関係 出資比率 
（％） 

地方企業育成基金 インド地方中堅企業の育成を支援するため、

ＩＦＣ、ＡＤＢ等と合同で信託基金を設立

し、投資を行うもの 

出資 22.7 

国際連合大学信託

基金 
国際連合大学に設けられる信託基金を通じ

て、開発途上国から日本への私費留学生に対

する支援を行うもの 

出資 100.0 

 

以上の「関連会社」の株式に持分法を適用した場合には、以下の通り関連会社株式の評価額と貸借

対照表価額との差額が生じます。 

(単位：円)   

 関連会社株式の 
貸借対照表価額 

関連会社株式の 
持分法に基づく評価額 

差額(増加額) 

総括 103,317,387,484 188,569,043,543 85,251,656,059 

国際金融等勘定 0 0 0 

海外経済協力勘定 103,317,387,484 188,569,043,543 85,251,656,059 



 

 

(補足)関連公益法人等について 

 当行の業務の一部又は当行の業務に関連する事業を行いうる公益法人及びその他これに準ずる法人で、

当行が出資、資金、技術、取引等の関係を通じて財務及び事業の方針決定の支配をしているか又はそれ

に対して重要な影響を与えることができるもの（国際協力銀行法施行規則第２条第６項ハに規定する関

連公益法人等）に該当するものはありません。 

 なお、上記の関連公益法人等には該当しないものの、当行が出捐を行った財団法人として以下の法人

があります。 

名称 業務の概要 当行との関係 基本財産への出捐額 

（財） 海外投融資情
報財団 

海外直接投資にとって有

益な情報の収集・分析、活

用・普及 

出捐 
調査研究等の委託 

60百万円 

 

 

以 上 

 


